
�愛媛県告示第１５９号
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第１４４条の９第３項の規定に基

づき、次のとおり特約業者の指定を取り消した。

平成２４年２月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１６０号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、松山広域都市計画地区計画

の変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧

に供する。

平成２４年２月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１６１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

西条市小松町第五土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退

任した旨の届出があった。

平成２４年２月１０日

愛媛県東予地方局長 沖 哲 志

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第１６２号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

平成２４年２月１０日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

平成２４年１月３１日

３ 指定道路の位置

伊予郡砥部町重光１５６番１の一部及び１５６番５

４ 指定道路の延長及び幅員

� 目 次 �
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示

及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する

協定の適用を受けるものである。

告 示

発 行 愛 媛 県

氏名又は名称及び
代 表 者 の 氏 名

主 た る 事 務 所 又 は
事 業 所 の 所 在 地

取 消
年 月 日

合名会社岸本商店
代表社員 岸本誠一郎 大洲市長浜町晴海３番地３５ 平成２４年

１月３１日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 玉 井 康 文 西条市小松町新屋敷甲１８３３番地

〃 塩 出 喬 西条市小松町新屋敷甲１７９８番地１

〃 日 野 本 治 西条市小松町新屋敷甲１８２２番地

〃 藤 井 武 彦 西条市小松町新屋敷甲１７８７番地

〃 堀 江 幸 二 西条市小松町新屋敷甲１８８４番地

〃 戸 田 盛 豊 西条市小松町新屋敷甲１８６３番地

〃 藤 井 喜代治 西条市小松町新屋敷甲１８３８番地第１

〃 渡 邊 彰 西条市小松町南川甲１１９番地２

〃 一 色 清 西条市小松町新屋敷甲１５１１番地

〃 今 井 誠 西条市玉之江３４２番地２

監 事 戸 田 茂 樹 西条市小松町新屋敷甲１９３４番地

〃 青 山 一 美 西条市小松町北川２７５番地１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 玉 井 康 文 西条市小松町新屋敷甲１８３３番地

〃 塩 出 喬 西条市小松町新屋敷甲１７９８番地１

〃 日 野 本 治 西条市小松町新屋敷甲１８２２番地

〃 藤 井 武 彦 西条市小松町新屋敷甲１７８７番地

〃 堀 江 幸 二 西条市小松町新屋敷甲１８８４番地

〃 戸 田 盛 豊 西条市小松町新屋敷甲１８６３番地

〃 藤 井 喜代治 西条市小松町新屋敷甲１８３８番地第１

〃 谷 口 隆 市 西条市小松町南川甲１５７番地第１

〃 一 色 清 西条市小松町新屋敷甲１５１１番地

〃 今 井 誠 西条市玉之江３４２番地２

監 事 戸 田 茂 樹 西条市小松町新屋敷甲１９３４番地

〃 青 山 一 美 西条市小松町北川２７５番地１

毎週（火・金）曜日発行 第２３４１号 平成２４年２月１０日

平成２４年２月１０日金曜日 第２３４１号

愛 媛 県 報
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公 告

� 延長 ３３．００メートル � 幅員 ４．００メートル

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２４年２月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

土地の売払い

� 売り払う土地の所在地、地目及び地積

�愛媛県告示第１６３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２４年２月１０日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

�愛媛県告示第１６４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年２月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１６５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年２月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１６６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年２月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２３中局建（開）第５７号

平成２４年２月１日
伊予市八倉字折田４１６番７及び字ドンド７５９番２

松山市東垣生町３２番地９

竹 内 千 博

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 高茂岬船越線
南宇和郡愛南町樽見６０番２から

同町下久家９２４番５まで

旧 ６．１～３４．３ ０．１３５

新 ３２．７～６４．５ ０．１０１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 高茂岬船越線
南宇和郡愛南町樽見６０番２から

同町下久家９２４番５まで
平成２４年２月１０日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 高茂岬船越線
南宇和郡愛南町麦ヶ浦４５０番７から

同町麦ヶ浦４４６番３まで
平成２４年２月１０日

愛 媛 県 報平成２４年２月１０日 第２３４１号
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所在地 地目 地積 予定価格

四国中央市妻鳥町字上屋敷２０
６２番６ 雑種地 ２０４．９３� １，１１０，０００円

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

次のいずれにも該当しない者であること。

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定に該当する者

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力

団」という。）及び警察当局から排除要請がある者

� 入札参加申込書の提出

この一般競争入札に参加を希望する者は、あらかじめ入札参

加申込書を次により提出すること。入札参加申込書の提出のな

い者の入札への参加は認めない。

ア 提出期間

平成２４年２月１０日（金）から２月２８日（火）までの執務時

間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午後５時１５

分までをいう。）

イ 提出場所

愛媛県総務部管理局総務管理課財産管理グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２５５

ウ 提出方法

持参又は郵送等（書留郵便又は民間事業者による信書の送

達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定

する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信

書便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のうち

書留郵便に準ずるものに限る。以下同じ。）により提出する

こと。電送による提出は、認めない。

エ 郵送等による提出の取扱い

郵送等による提出の場合は、平成２４年２月２８日（火）午後

５時１５分までに、イに掲げる場所に必着のこと。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書及び入札参加申込書の交

付場所並びに問い合わせ先

�イに掲げる場所
イ 入札心得書及び入札参加申込書の交付方法

�イに掲げる場所で交付する。
ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

平成２４年２月２０日（月）午後１時

� 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成２４年３月１４日（水）午前１１時

� 入札及び開札の場所

四国中央市三島宮川四丁目６番５３号

愛媛県四国中央庁舎３階会議室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金

を納付しなければならない。ただし、指定金融機関、指定代

理金融機関又は収納代理金融機関が振出し又は支払保証をし

た小切手をもって入札保証金の納付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金を納付

しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者
に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無

効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３条の規

定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最高価格を

もって有効な入札を行った入札者を落札者とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を風俗

営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法

律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項

に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用

に供し、又はこれらの用に供されることを知りながら、売り

払う土地の所有権を第三者に移転し、若しくは売り払う土地

を第三者に貸してはならない。

イ 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を暴力

団又は法律の規定に基づき公の秩序等を害するおそれのある

団体等であることが指定されているものの事務所その他これ

に類するものの用に供し、又はこれらの用に供されることを

知りながら、売り払う土地の所有権を第三者に移転し、若し

くは売り払う土地を第三者に貸してはならない。

ウ ア又はイの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約

金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２４年２月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県基幹ネットワークシステム運用管理・利用支援業務の

委託

� 委託業務名及び数量

庁内ＬＡＮシステム運用管理・利用支援業務 一式

農業土木システム運用管理・利用支援業務 一式

土木システム運用管理・利用支援業務 一式

� 委託業務の内容等

愛 媛 県 報平成２４年２月１０日 第２３４１号
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監 査 公 表

入札説明書及び仕様書による。

� 委託期間

平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日まで

� 委託業務の履行場所

知事が指定する場所

� 入札方法

� この入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負等編）

に基づき、所定の手続きにより紙入札を承諾した場合を除き、

入札書の提出、開札等の行為を電子入札システムにより行う。

なお、電子入札システムの利用者登録を行っていない入札

参加資格者が応札する場合は、紙入札を行うものとする。

� 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２３年度、平成２４年度及び平成２５年度の

製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認め

られた業者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 委託業務と同程度のネットワークシステム運用管理業務の実

績を有し、委託業務について、適切かつ迅速に履行し得る体制

が整備されていることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中で

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

電子入札システムにより提出すること。ただし、紙入札によ

る場合にあっては、次の掲げる場所へ、持参又は郵送等（書留

郵便等の配達記録が残るものに限る。以下同じ。）により提出

すること。

愛媛県企画振興部地域振興局情報政策課ネットワーク運営係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２８９

� 入札書の受領期限

平成２４年３月２３日（金）から平成２４年３月２７日（火）午前９

時５９分までの電子入札システムによる当該入札案件受付時間中。

（平日の午前９時から午後５時までをいう。）

� 入札説明書の交付及び仕様書の閲覧方法

�に掲げる場所で交付又は閲覧する。
� 開札の日時及び場所

平成２４年３月２７日（火）午前１０時

愛媛県庁本館１階 企画振興部地域振興局情報政策課システ

ム設計室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、入札参加資格確認

申請書（以下「確認申請書」という。）を知事に提出し、入札

参加資格の確認を受けること。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 確認申請書の提出場所及び提出方法

電子入札により提出すること。ただし、紙入札方式による

場合にあっては、３の�に掲げる場所へ、持参又は郵送等に
より提出すること。

イ 確認申請書の受領期間

平成２４年２月１０日（金）から平成２４年３月１６日（金）まで

の電子入札システムによる当該入札案件受付時間中（平日の

午前９時から午後５時までをいう。）

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

委託業務を履行できると知事が判断した入札者であって、愛

媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の

制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行ったものを落

札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：

Opera t ion management ・ Use suppor t serv ice for

Administrative Affairs Local Area Network，１ set

Operation management・ Use support service for Agricultural

Engineering System，１ set

Operation management ・ Use support service for Public

Works System，１ set

� Time limit of tender：９：５９ a．m．，２７March ２０１２

� For further information， please contact： Network

Management Section，Information Technology Division，

Regional Development Subdepartment，Planning and

Development Department，Ehime Prefectural Government，

４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

Tel０８９―９１２―２２８９

�公表第５号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２４年２月１０日

愛媛県監査委員 和 氣 政 次

愛 媛 県 報平成２４年２月１０日 第２３４１号

８７



同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

同 岸 新

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

循 環 型 社 会 推 進 課 平成２３年８月１８日

（監査の結果）

収入未済の代執行費用徴収金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１７年度 ６者 ５７，３９３，１８３

（措置の内容）

代執行費用については、責任があると認められる者に対して請求を行

い、資力のある者からの回収に努めてきたところであるが、平成２３年１０

月末日現在における収入未済額は５７，３９３，１８３円となっている。

ついては、代執行費用の４分の３の助成を受けている財団法人 産業

廃棄物処理事業振興財団と協議するとともに、愛媛県債権管理推進連絡

会議での検討結果を踏まえ、適切な措置を講じていくこととしている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

自 然 保 護 課 平成２３年８月１８日

（監査の結果）

えひめ自然の守ネットワーク形成業務委託契約について、成果品であ

るホームページデータの完了確認検査終了後、県が提供したデータ自体

の不備が判明し、その修正に時間を要したため、ホームページの公開が

著しく遅延していた。

（措置の内容）

データの不備判明後、県で修正を行い、平成２３年７月２６日にホームペ

ージを公開した。

今後は、データの事前確認の徹底など再発防止を図ることとした。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 建 設 部 平成２３年７月２２日

（監査の結果）

道路占用料について、算定誤りにより申請者に対する過大徴収（計８６

３，５８８円）があったので、申請内容の確認に万全を期するとともに、再

発防止策を確実に実施されたい。

（措置の内容）

土木使用料の算定誤りについては、平成２３年７月２２日付け「占用料算

定事務の適正化について」に基づき、占用許可に際し担当者及び上司の

二重チェックを徹底し、再発防止を図っている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

今 治 土 木 事 務 所 平成２３年７月２１日

（監査の結果）

土木使用料（道路、河川、港湾、海岸、その他水域）について、算定

誤りにより申請者に対する過大徴収（計３２５，９３５円）及び過小徴収（計

３１６，８５７円）があったので、申請内容の確認に万全を期するとともに、

再発防止策を確実に実施されたい。

（措置の内容）

土木使用料の算定誤りについて精査した結果、過大徴収金は計３２３，１８

５円、過小徴収金は計３１６，３９０円であった。

今後はこのような誤りがないよう、平成２３年７月２２日付け「占用料算

定事務の適正化について」に基づき、占用許可に際し担当者及び上司の

二重チェックを徹底するとともに、占用許可台帳への記入等についても

二重チェック等を行い再発防止を図っている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 総 務 企 画 部 平成２３年７月１２日

（監査の結果）

県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努め

られたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ８１２，６８５，６６６ １，６３６，９９９，３０６ ２，４４９，６８４，９７２

２１年度 ８１６，１５９，４４０ １，６０１，１８５，０２８ ２，４１７，３４４，４６８

差引増減 △３，４７３，７７４ ３５，８１４，２７８ ３２，３４０，５０４

（措置の内容）

滞納となったものについては、愛媛県徴収確保対策本部において滞納

整理方針及び数値目標を策定して計画的な滞納整理に努めるとともに、

一斉文書催告、電話催告等の実施、自動車のタイヤロックによる差押を

始め、給与・預貯金・生命保険等の積極的な差押え、さらにインターネ

ットを利用した公売等の換価処分を実施するなど滞納整理に努めている。

また、自動車税については、県民の利便性の向上を図るため、平成２０

年度の定時課税からコンビニ収納を開始したほか、「自動車税納期内納

付キャンペーン」（街頭啓発等）や口座振替の推進、広報等による啓発

などにより納期内自主納税の推進にも努めている。

今後も、納税秩序を確立し税収の確保を図るため、引き続き、県税の

納期限内の収入確保とともに滞納繰越分の整理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 建 設 部 平成２３年７月２５日

（監査の結果）

（二）来村川水系薬師谷川県単河川局部改良工事（北単局第１０５号の

１）について、アンカー式空石積の設置が資材メーカーの示す施工方法

を遵守していないことから、設計上求める護岸断面が確保されていない

ため、早急にこれを是正する対策を講じるとともに、工事監督及び工事

検査の体制についても見直しされたい。

（措置の内容）

構造全体の内的安定及び外的安定の検討を行ったところ、構造上の問

題は無いことが確認されたため、修補工事は行わない。

今後は、監督員・検査官が工法を熟知し適切な監督・検査ができるよ

う研修を行うとともに、メーカーに対し請負業者への技術指導を適切に

行うよう協力依頼を行う。また、施工業者に対しては、厳重注意を行う。
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なお、当建設部管内における過去１０年間の当工法施工箇所７河川３２設

計書の工事写真及び現地調査を行ったところ、指摘のあった（二）来村

川水系薬師谷川以外は、異常は認められなかった。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

原 子 力 セ ン タ ー 平成２３年５月２０日

（監査の結果）

非常勤職員の報酬の支給について、特別職の職員の給与及びその他の

給付に関する条例第１０条第３項及び職員の給与に関する条例第５条に基

づき報酬額が月額で定められている場合は、毎月その月分を支給すべき

ところ、毎翌月に遅延して支給していた。

（措置の内容）

平成２３年３月から、それまで翌月の１０日払としていたものを、当月の

１５日払に是正した。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

看 護 専 門 学 校 平成２３年５月１１日

（監査の結果）

平成２１年度及び２２年度の新入生（計６０名）の結核検診に係る費用（計

５６，７００円）について、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律に基づき公費で負担すべきところ、受診者に負担させていた。

（措置の内容）

財団法人 愛媛県総合保健協会に平成２１年度及び２２年度の新入生（計

６０名）の結核検診に係る費用（計５６，７００円）を返還依頼し、受診者（在

校生）に校長より説明の上、返還を行った。受診者のうち、休学中及び

退学した者については、電話及び文書で説明の上、返還を行った。（平

成２３年４月５日に全ての受診者に返還済み。）

また、財団法人 愛媛県総合保健協会には、結核検診に係る費用（計

５６，７００円）を平成２３年３月２９日付け公費により支払処理を終えている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

子 ど も 療 育 セ ン タ ー 平成２３年５月１８日

（監査の結果）

子ども療育センター利用料金について、納期限内の収入確保と収入未

済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 １，０７８，９８５ ２，８３７，１７３ ３，９１６，１５８

２１年度 １，４４７，４９８ １，９１５，８９６ ３，３６３，３９４

差引増減 △３６８，５１３ ９２１，２７７ ５５２，７６４

（措置の内容）

子ども療育センター利用料金については、保護者等に対し、施設サー

ビス利用の契約締結の際に、利用料金自己負担の制度を十分説明するな

どして、納期限内の収入確保に努めた。

また、滞納となった者については、督促状・催告書の送付や電話催告

のほか、来所の機会（夜間・休日を含む。）や自宅訪問による直接面談

を行い、早期納入について指導するなど収入未済額の縮減に努めた。

今後とも、利用料金の適期収入に留意するとともに、収入未済額の縮

減については、保護者等との連絡を密にするなど収入の確保に一層努め

たい。

区 分

収入未済額（円）

平成２３年度への繰越額
（平成２２年度末現在） 平成２３年１０月３１日現在

滞
納
繰
越
分

平成１８年度～
平成２１年度分 ２，８３７，１７３ ２，５１０，４１４

平成２２年度分 １，０７８，９８５ ８２２，９６８

計� ３，９１６，１５８ ３，３３３，３８２

平成２３年度分� ― ９８４，１９０

合計（�＋�） ３，９１６，１５８ ４，３１７，５７２

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

農 業 大 学 校 平成２３年５月２３日

（監査の結果）

１ 収入未済の研修受講料（農家担い手支援塾）について、適切に債権

管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２１年度 １者 ２０，０００

２ 車両系建設機械（２台）について、労働安全衛生法第４５条に基づく

定期自主検査、特定自主検査及び作業開始前点検を実施していなかっ

た。

（措置の内容）

１ 平成２１年度の受講者１名について、未収金が生じ、これまで文書通

知、電話連絡、臨戸するなどして督促、催告を重ねているが、未だ納

入されていない。引き続き、粘り強く催告し、収入の確保に努めてま

いりたい。

２ 定期自主検査・特定自主検査については、直ちに業者に委託し実施

するとともに、作業開始前検査については、管理使用簿を備え付け、

職員に周知し、実施することとした。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 教 育 事 務 所 平成２３年５月１１日

（監査の結果）

１ 県費負担教職員（１名）の住居手当について、認定の誤りにより、

計１，３５０，０００円（平成１８年９月から平成２２年１０月まで５０か月分）が過

支給となっていた。

２ 現金支給する職員（３名）の給与について、給与資金前渡担任者が

支給定日から最長２８日遅延して支給していた。

（措置の内容）

１ 過支給となっていた住居手当については、平成２２年度中に返納する

とともに、管内小中学校において賃貸により住居手当を受給している

職員について、受給要件の確認及び親族間賃貸契約の状況について調

査し、不正のないことを確認した。
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２ 各学校に給与の支給遅れがないよう、再度、周知徹底を図るととも

に、給与支給（現金支給）に関して、その都度報告させている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 教 育 事 務 所 平成２３年５月２０日

（監査の結果）

現金支給する職員（１名）の給与について、給与資金前渡担任者が支

給定日から４か月以上遅延して支給していた。

（措置の内容）

各学校に給与の支給遅れがないよう、再度、周知徹底を図るとともに、

給与支給（現金支給）に関して、その都度報告させている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

西 条 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

（監査の結果）

定時制生徒用教科書の購入（計１８５，１８０円）について、平成２１年度分

は完了検査から１１か月以上経過して、２２年度分も３か月以上経過して、

それぞれ代金を支払っていた。

（措置の内容）

定時制課程教科書給付事業にかかる生徒からの提出書類を添付しない

と支払いができないとの誤解により、書類が揃うまでの間、支払いを止

めてしまっていたものである。納品の完了確認がなされた時点で、学校

に対する業者の債務は履行されているということを、改めて確認、徹底

した。今後は、完了の検査確認後、速やかに請求書を徴して支払いを行

うことといたしたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

今 治 特 別 支 援 学 校 平成２２年１２月２１日

（監査の結果）

１ 現金支給する職員（３名）の給与等について、給与資金前渡担任者

預金口座に入金されてから、最長で１か月以上経過して支給していた。

２ 農作業用のトラクター（平成８年３月購入）について、地方税法に

定める申告をしておらず、標識（ナンバープレート）の交付を受けて

いなかった。

（措置の内容）

１ 事前に給与振込口座登録手続を行っていたことから、口座振込によ

り支給されたものとして、本人への入金確認を怠り支給が遅延したも

のである。今後は、給与振込口座登録手続時に、本人口座への振込開

始時期を確認するとともに、毎月の給与支給明細書の確認及び給与支

給日における通帳の記帳を徹底し、再発防止に努めたい。

２ 速やかにナンバー登録の手続を行い標識の交付を受けた。今後は、

標識交付の根拠となる地方税法及び今治市市税条例の理解に努め、適

正な事務処理を行う。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

警 察 本 部 平成２３年８月３０日

（監査の結果）

職員の不注意により警察車両による事故が発生（７件）し、当該車両

及び相手車両等の毀損があった。

（措置の内容）

１ 県警においては、交通事故の実態を踏まえ、３つの施策を重点に職

員の交通事故防止に取組んでいる。

� 一つ目は、「事故防止に対する意識付けの徹底」である。

具体的には、

○ 朝礼等を活用して、職員同士の体験発表による注意喚起

○ 幹部立会による、運行前車両点検、整備の実施による愛車精神

の醸成

○ 随時監察や各種会議等における、タイムリーな事故実例を教材

とした事故防止教養

などを繰り返し、全職員に対する事故防止意識の高揚と浸透の徹底

を図っている。

� 二つ目は、「運転技能訓練の強化」である。

若手職員等の運転技術未熟に起因する事故を防止するため、

○ 各署に配属される前の警察学校初任科生を対象に、二輪乗車時

における運転技能訓練

○ 署に配置の若手警察職員を対象に、自動車教習所などにおける

運転技能訓練

を行い、運転技術向上のための訓練を強化している。

� 三つ目は、「交通事故当事者に対する再発防止対策」である。

公用・私用を問わず、事故を起こした職員に対し、

○ 運転適性検査の実施による注意点の再認識

○ 運転技能や安全確認方法の実技指導の再実施

○ 本部主管課幹部による現地指導

などを実施し、再び事故を惹起させない対策を推進している。

２ その他、事故発生時の損失や影響を理解させる職場教養を行い、職

員の交通事故防止の徹底を図っている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

新 居 浜 警 察 署 平成２３年２月１日

（監査の結果）

交通信号機等電球取替修繕契約（単価契約）について、平成２２年６月

実施分の代金（６，５７８円）が、約半年経過しても支払っていなかった。

（措置の内容）

単価契約をしている灯火標識用丸形ランプの球換えと単価契約対象外

で随意契約した灯火標識用ハロゲンランプの取替えを同時に行った際に、

業者が随意契約分のみを請求し、単価契約分の請求書の提出を失念した

上に、当方も、請求書の提出を求めなかったため、随意契約分は支払い

をしたものの、単価契約分の支払いが約半年間遅延したものである。

今後は、完了検査終了後、業者に速やかな請求書の提出を求めるとと

もに、確実なチェックを行い、適正かつ迅速な支払いに努める。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

今 治 警 察 署 平成２３年２月３日

（監査の結果）

産業廃棄物の収集運搬処分に係る委託契約（２件。平成２１年度分）に

ついて、次の問題点があった。

・収集運搬業務と処分業務を一つの業務とした随意契約であったにもか
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成２４年２月１０日

愛媛県立中央病院長

梶 原 眞 人

１ 入札に付する事項

� 件名

清掃業務の委託

� 委託業務名及び数量

愛媛県立中央病院清掃業務 一式

� 委託業務の内容等

入札説明書及び仕様書等による。

� 委託期間

平成２４年４月１日から平成２５年５月３日まで

� 委託業務の履行場所

愛媛県立中央病院及び愛媛県立中央病院東洋医学研究所並び

に愛媛県立中央病院研修棟

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

かわらず、処分業の許可を有しない者から見積りを徴し、その者と契

約を締結していた。また、これに係る処分業務を処分業の許可を有す

る者へ別途委託していたが、適正な会計手続をとっていなかった。

・契約書に契約金額の記載がなかった。

（措置の内容）

収集運搬業務のみの許可を受けている業者との間で、処分業務を含め

た委託契約を締結する一方で、処分については、処分業務の許可を受け

ている業者と契約し、処分を含む委託料を前者に支払った上で、処分に

係る経費相当分については、前者から後者へ支払うことなどとしていた

ものである。

これらは、産業廃棄物の処分に係る契約に対する誤認等によるもので

あり、今後は、収集運搬だけでなく、処分業の許可を受けている業者を

可能な限り選定するなどにより、適正な会計事務処理に努める。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

松 山 南 警 察 署 平成２３年２月７日

（監査の結果）

職員の不注意により警察車両による事故が発生（８件）し、相手方へ

の被害並びに当該車両及び相手車両等の毀損があった。

（措置の内容）

職員による警察車両の交通事故防止については、次の施策を実施して

いる。

１ 公用車両の整備点検

毎日、朝礼終了後、幹部立会のもと全車両始業点検を実施し異常の

有無を確認するとともに、随時、目視点検を実施し公用車両管理の徹

底に努めている。

２ 教養資料等による交通事故防止の意識の高揚

随時、交通事故防止に関する警察署独自の教養資料を作成し、全職

員に配布、交通事故防止教養に活用しているほか、毎日実施している

全体朝礼時においては、職員輪番制による車両運転時の遵守事項の唱

和を行い、職員個々の安全運転に対する意識の醸成に努めている。

３ 各種会議等における指導教養の実施

幹部（署長・副署長・各課長）会議、月１回実施している職員全体

会議（定例研修会）において、交通事故防止に関する指導教養を実施

し、交通事故防止の徹底を図っている。

４ 交通事故を起こした職員に対する対策

交通事故を起こした職員本人に車両運転時における自己の弱点を自

覚させ、当該職員の運転適性を踏まえた的確な個別指導を行うため、

運転適性検査及び実技指導を実施し、その結果を当該職員に通知して

いる。

５ その他

新任警察職員に対する運転技能訓練の強化を図っている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

八 幡 浜 警 察 署 平成２３年２月７日

（監査の結果）

交通信号機の移設修繕契約外３件の契約（計４４７，３００円。平成２１年度

分）について、完了検査から６か月以上経過して代金を支払っていた。

（措置の内容）

交通信号機の移設修繕等については、完了検査後、業者に対して速や

かに請求するよう求めて、請求書の提出を促していたが、結果的に業者

からの請求書の受領が遅れ、完了検査から６か月以上を経過しての支払

いとなったものである。

今後は、書類の提出に関する業者への指導とともに、迅速な支払い、

適正な会計処理に努める。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 央 病 院 平成２３年６月１４日

（監査の結果）

研究研修費（図書費）の執行において、平成２１年度から平成２２年度に

かけて購入の意思決定を行わないまま、随時、取引業者に図書を納入さ

せるとともに、支払いについては平成２２年度予算で一括支出していた。

（措置の内容）

適切な購入の意思決定を行うとともに、図書台帳の納品日を確認して、

適切な支払処理を行うよう徹底した。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 宇 和 病 院 平成２３年６月６日

（監査の結果）

空調機用高性能（ＨＥＰＡ）フィルター取替業務委託契約について、

契約業者とは異なる業者に委託料を支出していたうえ、愛媛県会計規則

第１６４条に基づく検査調書の作成を省略できる契約でないにもかかわら

ず作成していなかった。

（措置の内容）

複数の上司による決裁の際に、金額だけでなく、支払先、検査調書等

の関係資料についても十分な確認を行うよう徹底した。
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の５パ－セントに相当する額を加算した金額をもって落札価格

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業

者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額

の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について平成２３・２４・

２５年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有す

ると認められた業者で、次の事項に該当する者

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 委託業務と同程度の清掃業務の実績を有し、委託業務につい

て、適切かつ迅速に履行し得る体制が整備されていることを証

明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県立中央病院事務局総務課会計係

〒７９０―００２４

愛媛県松山市春日町８３番地

電話 （０８９）９４７―１１１１ 内線 ２２２８

� 入札書の受領期限

平成２４年３月２７日（火）午後３時００分

� 入札説明書の交付等

ア 交付期間

平成２４年２月１０日（金）から３月１２日（月）までの執務時

間中（月曜日から金曜日まで（国民の祝日に関する法律（昭

和２３年法律第１７８号）に規定する休日を除く。）の午前８時

３０分から午後５時１５分までをいう。）

イ 交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２４年３月２７日（火）午後３時００分

愛媛県立中央病院 東洋医学研究所 １階 会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの規

定による。

� 入札者に要求される事項

ア この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示し

た業務を履行できる書類を、平成２４年３月１２日（月）までの

執務時間中に３�に掲げる場所に提出しなければならない。
なお、愛媛県立中央病院長から当該書類の内容に関し説明

を求められた場合は、これに応じなければならない。

イ 入札書は、封入して、受領期限までに提出しなければなら

ない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した業務を履行できると愛媛県立中央病院長が

判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条に

おいて例によることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定に

基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもっ

て有効な入札を行ったものを落札者とする。

ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者

により当該契約の内容に適合した履行がされないこととなるお

それがあると認められるとき、又はその者と契約を締結するこ

とが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく

不適当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の

価格をもって入札を行った他の者のうち最低価格をもって入札

を行った者を落札者とすることがある。

ついては、次の事項に留意すること。

ア 調査基準価格が設定されていること。

イ 調査基準価格を下回る入札が行われた場合は落札者の決定

を保留し、低入札価格調査の終了後に入札結果を通知するこ

と。

ウ 低価格入札者は、最低価格入札者であっても必ずしも落札

者とならない場合があること。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：

Cleaning Services for Ehime Prefectural Central Hospital，１

set

� Time limit of tender：３：００ p．m．，２７March２０１２

� For further information，please contact： Accounting

Section，General Affairs Division，Secretariat，Ehime

Prefectural Central Hospital，８３ Kasugamachi，Matsuyama，

Ehime７９０―００２４ Japan

TEL０８９―９４７―１１１１ Ext２２２８
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成２４年２月１０日

愛媛県立今治病院長

藤 田 学

１ 入札に付する事項

� 件名

清掃業務の委託

� 委託業務名及び数量

愛媛県立今治病院清掃業務 一式

� 委託業務の内容等

入札説明書及び仕様書等による。

� 委託期間

平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日まで

� 委託業務の履行場所

愛媛県立今治病院
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� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の５パ－セントに相当する額を加算した金額をもって落札価格

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業

者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額

の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について平成２３・２４・

２５年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有す

ると認められた業者で、次の事項に該当する者

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 委託業務と同程度の清掃業務の実績を有し、委託業務につい

て、適切かつ迅速に履行し得る体制が整備されていることを証

明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県立今治病院事務局総務課庶務係

〒７９４―０００６

愛媛県今治市石井町四丁目５番５号

電話 （０８９８）３２―７１１１ 内線 ２１５

� 入札書の受領期限

平成２４年３月２６日（月）午後３時００分

� 入札説明書の交付等

ア 交付期間

平成２４年２月１０日（金）から３月９日（金）までの執務時

間中（月曜日から金曜日まで（国民の祝日に関する法律（昭

和２３年法律第１７８号）に規定する休日を除く。）の午前８時

３０分から午後５時１５分までをいう。）

イ 交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２４年３月２６日（月）午後３時００分

愛媛県立今治病院 ２階 講堂

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの規

定による。

� 入札者に要求される事項

ア この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示し

た業務を履行できる書類を、平成２４年３月９日（金）までの

執務時間中に３�に掲げる場所に提出しなければならない。
なお、愛媛県立今治病院長から当該書類の内容に関し説明

を求められた場合は、これに応じなければならない。

イ 入札書は、封入して、受領期限までに提出しなければなら

ない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した業務を履行できると愛媛県立今治病院長が

判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条に

おいて例によることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定に

基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもっ

て有効な入札を行ったものを落札者とする。

ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者

により当該契約の内容に適合した履行がされないこととなるお

それがあると認められるとき、又はその者と契約を締結するこ

とが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく

不適当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の

価格をもって入札を行った他の者のうち最低価格をもって入札

を行った者を落札者とすることがある。

ついては、次の事項に留意すること。

ア 調査基準価格が設定されていること。

イ 調査基準価格を下回る入札が行われた場合は落札者の決定

を保留し、低入札価格調査の終了後に入札結果を通知するこ

と。

ウ 低価格入札者は、最低価格入札者であっても必ずしも落札

者とならない場合があること。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：Cleaning

Services for Ehime Prefectural Imabari Hospital，１ set

� Time limit of tender：３：００ p．m．，２６March ２０１２

� For further information，please contact： General Affairs

Section，General Affairs Division，Secretariat，Ehime

Prefectural Imabari Hospital，４―５―５ Ishiicho，Imabari，Ehime

７９４―０００６ Japan

TEL０８９８―３２―７１１１ Ext２１５
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